
- 1 - 

 様式１  

５ 「 認知症 」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

 

１ 基本的な考え方 

 

○ 都内で要介護（要支援）認定を受けている高齢者のうち、何らかの認知症の症状

を有する人（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上）は、令和４年 11 月時点で約

49 万人に達し、令和 22 年には約 57 万人に増加すると推計されています。 

認知症高齢者の推計[東京都] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「令和４年度認知症高齢者数等の分布調査」 

 

○ 都は、学識経験者、医療・介護関係者、都民等からなる「東京都認知症施策推進

会議」を設置し、「認知症になっても認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるま

ちづくり」を目指し、中長期的・具体的な認知症施策について様々な角度から検討

してきました。 

 

○ 令和 5 年 6 月 16 日に、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすこと

ができるよう認知症施策を総合的かつ計画的に推進し、認知症の人を含めた国民一

人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合い

ながら共生する活力ある社会（＝共生社会）の実現を推進することを目的とした「共

（目指す方向性） 

○ 認知症になっても、認知症の人の意思が尊重され、地域で安心して生活できるよ

う、区市町村や関係機関と連携した総合的な認知症施策を推進し、認知症の人が居

住する地域にかかわらず等しく、その状況に応じた適切な医療・介護・生活支援等

を受けられる体制を構築します。 

 

約 57 万人  

約 49 万人  
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生社会の実現を推進するための認知症基本法」が公布されました。 

 

 

２ 普及啓発・本人発信支援 

 

○ 都はこれまで、認知症シンポジウムやとうきょう認知症ナビの運営により、認知

症に関する正しい理解の促進を図ってきました。  

 

○ また、認知症の本人の方を「とうきょう認知症希望大使」に任命し、認知症の人

本人からの情報発信を支援しています。 

 

 

３ 予防（認知症の発症や進行を遅らせる取組・研究の推進） 

 

○ 認知症予防には、認知症の発症遅延やリスク低減（一次予防）、早期対応・早期治

療（二次予防）、重症化予防、機能維持、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）の予防・対応

（三次予防）があり、「認知症予防」とは、「認知症にならない」という意味ではな

く、「認知症の発症を遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」ことを意

味しています。 

 

○ 東京都健康長寿医療センターでは、保有する生体試料、画像データ等のビッグデ

ータを取りまとめ、認知症研究の基盤となるデータベースを構築するほか、認知症

医療の質の向上等のため、ＡＩ認知症診断システムを構築するなど、ＡＩ等を駆使

した新たな認知症予防の取組を推進しています。 

 

○ 認知症の新たな薬として、認知症抗体医薬「レカネマブ」が令和 5 年 9 月に国内

で正式承認されました。神経細胞を死滅させる「アミロイドβ」を除去することで、

症状の進行を遅らせる効果があるとされています。 

 

 

４ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 

○ 認知症に関する専門医療の提供体制を確保するため、二次保健医療圏域における

医療・介護連携の拠点として「地域拠点型認知症疾患医療センター」（12 か所）と、

区市町村（島しょ地域等を除く。）における支援体制を強化し、区市町村における医

療・介護連携の推進役となる「地域連携型認知症疾患医療センター」（40 カ所）の

整備を進めています。 

 

○ かかりつけ医や歯科医師、薬剤師、看護師など地域の医療従事者や、介護従事者

を対象とした研修を実施するほか、認知症サポート医等の専門職に対する研修や地
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域の指導的役割を担う人材の育成を行っています。 

 

〇 公益財団法人東京都医学総合研究所と協働して、日本版ＢＰＳＤケアプログラム

の普及を図っています。 

 

○ 認知症の人を支え、家族介護者の負担を軽減し、認知症の人と家族が安心して暮

らせるようにする必要があります。 

 

 

５ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

 

○ 65 歳未満で発症する若年性認知症の人は、都内に約 4 千人と推計されています。 

 

○ 若年性認知症に関するワンストップの相談窓口である「若年性認知症総合支援セ

ンター」を都内に 2 カ所設置し、若年性認知症の人と家族を支援しています。  

 

○ 認知症疾患医療センターでは、認知症の人と家族、地域住民等が交流しあう「認

知症カフェ」や、自身の希望や必要としていること等を認知症の人本人同士で語り

合う本人ミーティング等を実施しています。  

 

 

６ 認知症の研究の推進 

 

○ 東京都健康長寿医療センターがこれまで培った膨大な臨床・研究に係るビッグデ

ータを活用して、ＡＩ等を駆使した新たな認知症予防の取組を推進するため、健康

長寿医療センターが設置する認知症未来社会創造センター（ＩＲＩＤＥ）の運営を

支援しています。 

 

 

 課題と取組の方向性  

 

＜課題１＞認知症の人の増加への対応 

○ 都は、認知症の人が増加している現状等を踏まえて、認知症の人が尊厳を保持し

つつ希望を持って暮らすことができるよう、区市町村をはじめとした関係機関と連

携し、様々な施策を進めていくことが必要です。  

 

 

 

 

 

（取組１）認知症施策の総合的な推進 

○ 認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、「東京都

認知症施策推進会議」において、中長期的な施策を検討していきます。  
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＜課題２＞普及啓発・本人発信支援 

○ 認知症の人やその家族が地域のよい環境で自分らしく暮らし続けるためには、

都民の認知症に対する理解をより深めるとともに、認知症の人本人が自身の希望

や必要としていること等を自らの言葉で語り、希望を持って暮らすことができる

姿等を発信する機会を確保することが必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題３＞認知症の予防の必要性 

○ 運動不足の改善、糖尿病や高血圧改善等の生活習慣病の予防、社会参加による社

会的孤立の解消や役割の保持等が認知症予防に資する可能性が示唆されています。

地域でこうした活動に参加できる環境の整備を進め、認知症の発症遅延やリスク低

減、早期対応等、認知症予防に資する可能性のある取組を推進していく必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題４－１＞早期診断・早期対応 

○ 地域包括支援センターやかかりつけ医等が、認知症疾患医療センター等の専門機

関と連携し、認知症の疑いがある人に早期に気づいて適切に対応するとともに、本

人・家族等が支援を希望した場合には、適切に支援する必要があります。  

（取組２）普及啓発及び本人発信支援の推進 

○ 認知症のポータルサイト「とうきょう認知症ナビ」において、認知症の基礎知識

や相談窓口等を分かりやすく紹介して都民への情報発信を充実していくほか、都民

向けシンポジウムの開催など、都民の認知症に関する理解を促進していきます。 

 

○ 東京都の認知症本人大使を任命し、シンポジウムの場などで体験等を語ってもら

うなど、認知症の人本人からの発信を支援していきます。 

（取組３）認知症の発症や進行を遅らせるための取組・研究の推進 

○ 国立長寿医療研究センター・東京都健康長寿医療センター等の研究機関が開発

した認知症予防プログラムの活用や、認知症疾患医療センター等の認知症専門医

療機関との連携などにより、認知症予防に取り組む区市町村を支援します。  

 

○ 東京都健康長寿医療センターでは、保有する生体試料、画像データ等のビッグ

データを取りまとめ、認知症研究の基盤として構築したデータベースについて、

オープンデータとして利活用を図るほか、ＡＩ認知症診断システムについて、医

療現場での活用・普及を図るなど、ＡＩ等を駆使した新たな認知症予防の取組を

推進し、実用化につなげていきます。 
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○ また、本人自身が早く気づき、早期対応できるよう、適切に情報提供及び支援を

行うことも必要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題４－２＞ 医療提供体制の整備 

○ 認知症は原因疾患や進行段階により症状等が異なるため、鑑別診断後、その進行

段階等に応じた適切な医療の提供が必要です。  

 

○ また、身体合併症や行動・心理症状を発症する認知症の人が多いことから、地域

の多くの医療機関が、その機能や特性に応じて、認知症の人の症状が悪化したとき

などに連携し、適切に対応できる診療体制の整備が必要です。  

 

○ 地域の関係機関と連携して本人や家族等を支える認知症サポート医の活動をさら

に活性化していく必要があります。 

 

○ 令和 5 年 9 月に製造販売が承認された認知症抗体医薬は、対象が早期のアルツハ

イマー病に限定されていることや、投与開始前に必要となる検査、投与開始後の頻

繁なフォローアップ等ができる医療機関が限られること、投与対象とならない方へ

の適切な配慮や治療対応が必要であること等の課題があります。 

（取組４－１）早期診断・早期対応の推進 

〇 認知症検診と検診後の支援のしくみづくりを進めるとともに、段階に応じて適切

な支援が受けられる体制づくりを推進していきます。  

 

○ 区市町村に配置した認知症支援コーディネーターと、地域拠点型認知症疾患医療

センターの認知症アウトリーチチームが連携して、受診困難な認知症の人等を訪問

し、早期に医療や介護のサービスにつなげる取組を進めていきます。  

 

○ 認知症アウトリーチチームが培った訪問支援のノウハウを提供するなど、区市町

村における認知症初期集中支援チームの円滑な活動を支援します。  
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認知症の経過と医療依存度 

高齢期特有の疾患や大腿骨頚部骨折（特に中等度の場合）など一般的な身体疾患

認
知
症
医
療

身
体
医
療

認知症（疑い含む）に関する相談（受診先等）

抑うつ症状

いらいら感

性格変化

中核症状
会話能力の喪失
基本的ADL能力の喪失・失禁
覚醒・睡眠リズム不明確化

歩行＆座位維持困難
嚥下機能低下→肺炎等のリスク

呼吸不全

看取りに向け
た全人的医療

認知症特有のリスクを踏
まえた全身管理行動・心理症状をもたらす身体症状の改善

行動・心理症状をもたらす水分電解質異常・便秘・発熱・薬の副作用

身体疾患そのものに対する適切な医療

向精神薬の投与など適切な薬物療法による、
激しい行動・心理症状への対応

抑うつ・不眠・食欲低下等の治療

中核症状の進行抑制（薬物療法）

告知→生活方針、医療側との意識共有

他の疾患の鑑別→疾患に応じた治療

薬物療法による副作用の除去

中核症状
記憶障害、見当識障害の進行

（近時記憶から）

趣味・日課への興味の薄れ

家事の失敗

行動・心理症状等
もの盗られ妄想・嫉妬妄想・抑うつ・

不安から来る身体的不調の訴え等

の精神症状

中核症状
記憶障害の進行
会話能力の低下（理解力の低下）
基本的ADL（着脱衣、入浴）での部分的介助
慣れた道で迷うなど、失認、場所見当識障害

行動・心理症状等
徘徊・多動・攻撃的言動・異食等の行動障害、妄想・幻
覚・せん妄等の顕著化

軽度認知障害 軽度 中等度 高度 終末期

認知症に

関する医

療依存度

診察＆検査＆診断 治療方針＆生活支援方針の組み立て 症状の進行に合わせて随時見直し

身体に関

する医療

依存度

（アルツハイマー病等変性疾患の場合）

資料：東京都福祉保健局「東京都認知症対策推進会議  医療支援部会報告書」（平成 21 年 3 月） 

 

 

 

 

 

（取組４－２）医療提供体制の整備 

○ 各区市町村（島しょ地域等を除く。）に設置した認知症疾患医療センターにおい

て、専門医療を提供するとともに、医療機関同士及び医療・介護の連携を推進する

ほか、地域の医療・介護従事者の人材育成や、身体合併症や行動・心理症状を有す

る認知症の人を地域で受け入れる体制づくりを進めていきます。  

 

○ 島しょ地域等の認知症疾患医療センター未設置地域については、東京都健康長寿

医療センターに設置した「認知症支援推進センター」の認知症専門医等が、医療従

事者等に対する相談支援、訪問研修等を実施し、未設置地域における認知症の人と

家族への支援体制の充実を図ります。 
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認知症疾患医療センターの指定状況（令和５年３月現在） 
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＜課題４－３＞ 医療従事者・介護従事者等の認知症対応力向上  

○ かかりつけ医による健康管理やかかりつけ歯科医による口腔機能の管理、かか

りつけ薬局における服薬指導、病院や診療所・訪問診療等の場面における医師、

看護師等による支援等の場において、認知症の疑いがある人に早期に気づいて適

切に対応していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題４－４＞ 認知症ケアの質の向上と意思決定支援の推進 

〇 行動・心理症状（ＢＰＳＤ）は、認知症の人の在宅生活の継続を困難にする大

きな要因となりますが、環境を整えたり、関わり方の工夫をしたりすること等に

より、症状の軽減が期待できるため、「日本版 BPSD ケアプログラム」の一層の

普及が必要です。 

 

〇 人生の最終段階にあっても本人の尊厳を尊重した医療・介護等が提供されるよ

う、多職種協働により、あらかじめ本人の意思決定を支援する取組を推進する必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

（取組４－４）日本版ＢＰＳＤケアプログラム及び意思決定支援を普及・推進 

○ 認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、「日本版ＢＰＳＤ

ケアプログラム」の都内全域への普及を図ります。  

 

○ 医療・介護従事者が、本人の意思を尊重しながら診療や支援を行うとともに、

本人の特性に応じた意思決定支援が行えるよう、「認知症の人の日常生活・社会

生活における意思決定支援ガイドライン」を活用して、医療・介護従事者への

研修を充実していきます。 

（取組４－３）医療・介護従事者の認知症対応力の向上 

○ かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護師など高齢者に身近な医療従事者等

が、認知症の疑いのある人に早期に気づき、適切な支援につなげるとともに、

認知症の人の状況に応じた適切なケアや、口腔管理、服薬管理などが行えるよ

う、認知症対応力向上研修を実施していきます。 

 

○ 認知症支援推進センターにおいて、認知症サポート医等の専門職に対し、診

療技術の向上等に資する実践的な研修を実施する等、地域において認知症ケア

に携わる医療専門職等の人材を育成します。  

 

○ 全ての区市町村が設置する認知症初期集中支援チーム及び認知症地域支援推

進員が円滑に活動できるよう、研修の受講促進を図ります。  

 

○ 介護従事者に対して認知症介護に関する基礎的及び実践的な研修等を実施す

るほか、認知症介護指導者等を引き続き養成し、認知症ケアの質の向上を図っ

てまいります。 
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＜課題４－５＞ 家族介護者の負担軽減 

○ 認知症の人を支え、家族介護者の負担を軽減し、認知症の人と家族が安心して

暮らせるようにするためには、身近な地域で、必要な医療・介護・生活支援等を

受けられることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜課題５－１＞認知症バリアフリー及び社会参加支援の推進 

○ 移動、消費、金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で、認知症にな

ってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減

らしていく「認知症バリアフリー」の取組を推進する必要があります。  

 

○ 認知症の人を含む高齢者が元気で心豊かに自分らしく過ごすには、一人ひとり

の希望に応じて地域や社会で活躍できる環境を整えることが求められています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題５－２＞認知症の人と家族を地域社会全体で支える環境の整備 

○ 認知症の人を支え、家族介護者の負担を軽減し、認知症の人と家族が安心して

暮らせるようにするためには、身近な地域で、必要な医療・介護・生活支援等を

受けられることが重要です。 

 

 

（取組４－５）家族介護者の介護負担軽減に向けた取組の推進 

○ 東京の地域特性を踏まえ、地域の多様な人的資源・社会資源によるネットワーク   

づくりを進め、認知症の人と家族を支える地域づくりを支援します。  

 

○ 介護者支援の拠点となる医療機関と連携した認知症カフェの設置や家族会の活

動の支援など、地域の実情に応じて、認知症の人と家族の支援に取り組む区市町村

を支援します。 

（取組５－１）認知症バリアフリーの推進及び社会参加への支援 

○ 国が今後策定する認知症施策推進基本計画の内容を踏まえ、認知症バリアフリ

ーの一層の推進について、検討していきます。  

 

〇 認知症の人、家族、医療福祉関係者、地元企業等の多様な市民が話し合い、認

知症の人が地域の一員として自分の役割を持てるよう、認知症の人の社会参加を

推進する取組を検討していきます。 
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＜課題５－３＞若年性認知症への対応  

○ 若年性認知症は働き盛り世代で発症するため、就労の継続や経済的な問題、多

重介護など高齢期に発症する認知症とは異なる特有の課題があります。若年性認

知症の人や家族への支援体制を強化していく必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題６＞認知症に関する研究 

〇 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターには、認知症に関するエビデンス

となる臨床・研究に係る膨大なデータが蓄積されており、これらのデータを活用し、

認知症との共生・予防に向けた研究を進めていくことが必要です。  

 

 

（取組５－２）認知症の人と家族を支える地域づくりの推進 

○ 区市町村の認知症地域支援推進員が、医療機関、介護サービス事業所、地域包括

支援センター等地域の関係機関の連携を図るための支援を行うとともに、認知症カ

フェなどの認知症の人や家族が集う取組等を推進します。  

 

〇 認知症の人や家族のニーズ等と認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕

組みである「チームオレンジ」を区市町村が整備できるよう、その中核となるチー

ムオレンジコーディネーターの養成を行います。  

 

○ 認知症高齢者グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所や認知症対応型通

所介護事業所など、認知症の人と家族の地域生活を支える介護サービス基盤の整備

を進めていきます。 

（取組５－３）若年性認知症施策の推進 

○ 若年性認知症の人を早期に適切な支援に結び付けられるよう、都内 2 か所の「若

年性認知症総合支援センター」でワンストップの相談対応を行うとともに、地域包

括支援センター職員などの支援者向け研修等を実施します。  

 

〇 若年性認知症の理解を深めるための普及・啓発を行うとともに、若年性認知症の

人の居場所づくりや社会参加の促進等を支援します。 

 

○ 身近な地域で支援が受けられるよう、家族会への支援、若年性認知症の人の活動

を支援するための拠点整備に取り組む区市町村を支援します。  
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（取組６）認知症に関する研究の推進 

○ 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターでは、認知症の原因や診断マー

カーとなるタンパク質や糖鎖等の解析、認知運動機能に異常をもたらす神経回路

の解析や加齢に伴う中枢運動機能低下に関する研究に取り組んでいきます。 

また、空き店舗等の既存の地域資源を新たな着想により利活用するとともに、

多様な社会参加の機会を提示することにより共生社会の実現に資する研究や、軽

度認知障害高齢者などに対する介入研究を通して、支援プログラムの確立や普及

に取り組んでいきます。 

 

〇 また、センターが保有する生体試料、画像データ等のビッグデータを取りまと

め、認知症研究の基盤として構築したデータベースについて、オープンデータと

して利活用を図るほか、認知症医療の質の向上等を目的として構築したＡＩ認知

症診断システムについて、医療現場での活用・普及を図るなど、ＡＩ等を駆使し

た新たな認知症予防の取組を推進し、実用化につなげていきます。  
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事業推進区域  

○ 認知症：区市町村 

 

 

 評価指標  ※第９期高齢者保健福祉計画において指標を検討中 

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組４－１ ○認知症検診に取り組む区市町

村数 
22 区市町 

（令和 4 年度末） 
全区市町村 

取組４－２ ○認知症サポート医養成研修修

了者数 
1,668 人 

（令和 4 年度末） 
増やす 

取組５－２ ○チームオレンジの整備に取り

組む区市町村数 
１７区市町 

（令和 4 年度末） 
全区市町村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


